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「脱炭素化」は経済成長をもたらす



画期的な報告書

• OECD、IEA(国際エネルギー機関)、IRENA(国際再
生可能エネルギー機関)が共同でエネルギー転
換に向けた報告書を公表(OECD/IEA and IRENA 
2017)

• 産業革命以来の全球気温上昇を66％の確率で
2℃未満に抑えるシナリオを採択

• 必要とされる政策(➤エネルギー効率性の顕著
な引き上げと再エネ大量導入)

1)化石燃料への補助金の段階的廃止
2)炭素価格の大幅な引き上げ(＄190／CO2-tへ)
3)エネルギー市場の改革
4)低炭素化および省エネへ向けた厳格な規制の実施



エネルギー転換は必須

• 2050年までに、世界総発電量の95％が非化石電源へ
(➤現在は同1/3)

• 再エネ比は、同23％から70％(2050年)へ
• 太陽光と風力の主力化(➤2050年に同35％、再エネ
のうち半分へ)

• 原発は、同11％から17％(2050年)へ
• 火力発電は2035年までに半減、2050年までに80％以
上減少

• CCS付きでない石炭火力発電は早期に退場
• 効率的な石炭火力も2040年までに完全に廃止
➤現時点で建設中の石炭火力を最後に新規投資は停止
➤2020年代にはガス火力が伸張、その後、再エネで代替



66％ 2℃シナリオにおけるグローバル
な電源構成の予測

【出所】 OECD/IEA and IRENA 
(2017), p.75, Figure 2.12.



むしろ経済成長を促進

【IEAモデルによる経済推計】

• 「エネルギー転換シナリオ」は、「成り行きシナリオ」に比し
て、2050年時点で0.8％分、成長率を高める
➤エネルギー転換の投資刺激効果、カーボンプライシングの収入還付効果が経済
を刺激

• 雇用はむしろ増加
➤化石燃料関連産業では最大の産出量減少
➤資本財産業、サービス産業、バイオエネルギー関連産業で、最大の産出量増加
➤エネルギー産業全体では、2050年までに約600万人の追加雇用

【OECDモデルによる経済推計】
• OECDシナリオは、50％確率で産業革命以来の全球気温上
昇を2℃以内に抑制(OECD 2017)

• 長期的にG20平均経済成長率を2.8％分引き上げる(「純成長
効果」)



全球平均気温2℃上昇目標を実現する場
合の経済成長への影響

(G20平均，現行政策延長シナリオとの比較)

【出所】 OECD 
(2017), p.8, Figure 
1.



なぜ再生可能エネルギーは主力電源
となるのか～その経済性



再エネ発電コストの劇的な低下

【出所】IREANA(2018), 
p.17, Fig.ES.1.



調整電源を含めてもコスト優位性

【出所】 Deutsch, Krampe, Peter 
& Rosser (2014), p.18, Fig.7.



日本の現状は？



日本の排出量はほぼ横ばい













他国は？



一次エネルギー生産性

GDP

最終エネルギー生産性

一次エネルギー消費

温室効果ガス排出













大量排出業種のパフォーマンスを見る



炭素生産性とGHG大量排出業種

• 財務省「法人企業統計」各年度版の「業種
別，規模別資産・負債・純資産及び損益表」、
環境省「温室効果ガス排出量算定・報告・公
表制度」各年度版、GIO 温室効果ガスインベ

ントリオフィス「温室効果ガスインベントリ」各
年度版データより、GHG大量排出11業種の各

年度「炭素生産性」と「総資本営業利益率
(ROA)」を計算



CO2大量排出上位11業種における炭素生産性
と総資本営業利益率(ROA)の関係(2014年)
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分析結果とカーボンプライシングの新しい役割

• CO2大量排出上位11業種のパフォーマンスを観察したところ、炭素生産
性の低い業種は、同時に収益率も低い傾向(第3象限)

• その対極(第1象限)には、炭素生産性でも収益率でも製造業全体平均を
上回る業種群が存在する

• こうした事実から、産業政策／環境政策を通じて炭素生産性と収益率の
両者を同時に引き上げる(スライド12枚目の北西方面へのシフト)ことが、
日本経済にとって重要課題

1)とりわけ、第3象限に属する業種群が収益性でも炭素生産性の向上が
急務

2)あるいは産業構造転換を促すことで、日本の産業の重心を「収益率が高
く、脱炭素化を達成できる」領域へシフトさせることも一考の余地

• 産業政策上の政策手段としての「カーボンプライシング」
• とりわけ、炭素税収を付加価値の高い産業に還流させれば(あるいは法
人税の減税に還流させれば) 、カーボンプライシングは、たんに環境政策
上の手段としてだけでなく、日本の産業構造の「脱炭素化」を後押ししつ
つ、同時にその付加価値(収益率)向上を促すことで、成長戦略実現のた
めの政策手段として位置づけ直すことができる




